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　英語のIndustrial　Relationsは労使関係あるいは労
資関係に相当する表現であるが，両者は用語として大
きな差異をもちながら，日本語の日常的な表現におい
ては，かならずしも明確に区別されてもちいられては
いない。労使関係というときここでは，ドイツ語の，
“lndividualarbeitsverhaltnis”（個別的労働関係）＝使
用者と被用者（労働者）との関係といわれる意味でと
りあつかう。また，Labour　administrationsという表
現も古くからあったし現在もみられないわけではない
が，より適切にはLabour　Politicsと総称されている
ようであるし，ここではドイツ語の“Arbeitsverwa－
1tung”（労働行政）の意味でもちいる。
　労使関係と国家とのかかわり合いは，そのときどき
の社会状況に応じてさまざまの様相をもっている。近
代的な国家においては，国家（権力）は原則として私
的な社会関係に介入することをできるだけさし控える
という諸政策を原則として採用し，したがって労使関
係についても不干渉の立場をとった。それは，労使関
係をある意味では当事者　．使用者と労働者一の自
由な約束による形成にまかせたが，現実に存する両者
の非対等性から派生する諸種の弊害に気付かせられ
る，という結果をうんだ。自由な約束の結果にうみだ
された・事実上の不自由な関係という，この労使間の
不平等関係に当惑した国家は，すくなくとも形式的に
でも，不自由，非対等の印象をぬぐいさるために第1
次的な処置をとることになる。恩恵的な諸行政がそれ
らである。ところで，それらの恩恵的な措置が考えつ
かれる背後には，通常2つの国家レベルでの要請が隠
されていることが一般に承認されている。1つは軍事
的な観点，つぎに次代の労働力再生産の観点である。
すなわち，個別的な労働関係の場で，対等でない労使
間の約束によってつくりだされる労働諸条件は，労働
者の生活諸条件を低下させ，一方では兵役に適さない
若年層をうみ，当然のことながら他方で次代の労働力
をになう新しい労働力の不足ないしは消滅へのおそ
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れをよびおこした・いわゆる労働者保護法の出現とな
る。
　ところで労働者保護法は，一方で軍や資本の要請に
よるものであるとどうじに，他方では近代的な社会関
係でのルールに労使関係をのせるという意味で，近代
国家に課せられた基本的な課題の1つになる。近代国
家が経験する社会問題のなかでの大きなものとしての
労働問題は，労働者保護法の制定という形で制度的な
ものとなった。そして各国においても，労働問題の発
生がその国の資本主義化一工業化一近代化につれて展
開したように，それに対応する労働者保護法の制定
が，その国の近代化の速度と比例した跡をのこしてい
る。ただしそれはかならずしも，その国の近代化＝工
業化の・のちの発展に照応しているとはいえない一
たとえばイギリスはもっどもはやく労働者保護法をも
つという経験にもかかわらず，二十世紀の後半近くか
らは，多くの苦しい事態に直面している。
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　労使関係に国家が介入するという側面で，国家のも
つ役割は原則的には消極的に労働者保護i法の制定とい
う面でとどまれば充分であるかにみえたが，ところ
が，保護法が実効性をもつかいなかに問題の焦点がう
つってくると，国家はただ傍観している立場では不充
分になってくる。みずからが制定した保護法が，労使
関係で有効な役割をはたしているかどうかについて関
心をもたざるをえなくなり，もし有効な役割をはたし
ていなければ，それはいかにすれば有効になりうる
か，そのための諸手段はなにかなどを考案させられ
る。いわゆる労働行政のうまれるゆえんである。そし
て労働行政の発生のしかたは，その国の社会的な諸条
件に対応して，その機構もまた一様ではない。
　わが国の労使関係と労働行政とを考察するについて
は，政治的にも社会的にも類似点をもっているドイツ
の法律制度とその発展過程を手がかりにすることが有
効だと考えられるところから，本研究では，まずドイ
ツでの歴史的な経過をたどり，それがわが国の諸制度
の成立と運用の面でどのような影響をあたえている
か，これからの運用ではどのようにあるべきか，など
について考察したいo
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